
   

現場代理人の常駐義務の緩和措置 

（試行）の一部改正について（通知） 
 

標記の件につきまして、工事における現場代理人の常駐義務の緩和措置について、 

さらなる契約履行体制の合理化を図るため、当分の間下記のとおりとします。 

 

 

記 

 

１ 緩和措置を適用する条件 

平成27年10月 1日以降に公告又は指名を行う五泉市発注の建設工事で、次の（１）

又は（２）のいずれかの場合に該当する工事とします。 

ただし、平成27年 9月30日以前の公告又は指名に係る工事との兼任については、な

お従前の例によります。 

 

（１）同一の担当所属（課、局等）の工事のうち、密接な関連のある（いわゆる「ゼロ

国(県)」工事や繰越工事への追加発注、諸経費調整を行う近接工事、同一の分割発

注追加工事、対象となる工作物等の施工に同時性が求められるもの）二つ以上の工

事を同一の建設業者が同一の場所又は隣接した場所において施工する場合で、特記

仕様書にその旨記載した工事とします。なお、この場合契約金額の上限は設けない

こととします。 

 

（２）兼任する工事の当初契約金額の合計が7,000万円未満の場合で、それぞれの工事

の特記仕様書に現場代理人の兼任を認めない旨の記載がある工事でないこととし

ます。 

  

※（１）に該当する工事のうち、その一方の工事のみを請け負った業者の現場代理人が

その他の工事の現場代理人と兼任する場合の許可は、（２）により行うこととします。 

 

※（２）の条件が適用される工事の場合、主任技術者等についても兼任が認められるこ

とになる(土木等 1件当たり3,500万円未満、建築一式 1件当たり7,000万円未満に

限る。)と考えられますが、監理技術者に関しては、それぞれの工事の対象となる工

作物等に一体性が認められ、かつ当初の請負契約以外の契約が随意契約により締結さ

れる場合を除き兼任は認められませんので留意ください。 

 

２ 兼任できる工事の件数 

５件とします。 

 

 

 



 

３ 現場代理人が兼任する場合の手続き 

（１）受注者は、兼任する工事のうち最後に契約した工事の監督員に、工事着手届提出

時に併せて現場代理人兼任届を提出し、それ以前に契約した兼任先の工事の監督員

にも現場代理人兼任届を提出することとします。 

 

（２）受注者は、現場代理人兼任届を提出した後に現場代理人を変更した場合で、変更

後の現場代理人に兼任がある場合は、現場代理人及び主任技術者等変更届出時に併

せて現場代理人兼任届を提出することとします。 

 

（３）現場代理人兼任届を提出した後に、現場代理人の変更以外で同届の内容（兼任す

る工事の終了、各工事の契約金額・完成期限等）に変更等が生じても請負者は同届

の再提出を行う必要はないこととします。 

 

４ 注意事項 

兼任している現場代理人が他の工事現場に滞在している間、不在となる工事現場に

おいては、連絡体制の整備を確実に行うなど各現場の施工管理・安全管理に引き続き

万全を期してください。 

 

 

 

 

 

 

 

【問合わせ先】 

五泉市財政課管財係 

電話：0250－43－3911 内線328・326 



現 場 代 理 人 兼 任 届 

      年  月  日 

  

五泉市長            様 

（五泉市上下水道局 五泉市長   様） 

                   受注者 

                                  住 所             印 

                                      氏 名 

                                    

下記のとおり現場代理人が他の工事に兼任していますので届け出ます。 

記 

１ 現場代理人 

現場代理人
 
氏 名  生 年 月 日        年  月  日 

住 所  雇 用 主 名  

 

２ 兼任する工事 

（１） 

発 注 所 属  監督員氏名  

事 業 名  契 約 番 号 第    号 

工 事 名  契 約 金 額          円 

工 事 場 所                      地内 着 手 日 年  月  日 

着 手 期 限            年  月  日 工 事 日 数                   日 

履 行 期 限            年  月  日   

 

（２） 

発 注 所 属  監督員氏名  

事 業 名  契 約 番 号 第    号 

工 事 名  契 約 金 額          円 

工 事 場 所                      地内 着 手 日 年  月  日 

着 手 期 限            年  月  日 工 事 日 数                   日 

履 行 期 限            年  月  日   

＊兼任する工事の当初契約書（写し）を添付してください。 



 

（３） 

発 注 所 属  監督員氏名  

事 業 名  契 約 番 号 第    号 

工 事 名  契 約 金 額          円 

工 事 場 所                      地内 着 手 日 年  月  日 

着 手 期 限            年  月  日 工 事 日 数                   日 

履 行 期 限            年  月  日   

 

（４） 

発 注 所 属  監督員氏名  

事 業 名  契 約 番 号 第    号 

工 事 名  契 約 金 額          円 

工 事 場 所                      地内 着 手 日 年  月  日 

着 手 期 限            年  月  日 工 事 日 数                   日 

履 行 期 限            年  月  日   

 

（５） 

発 注 所 属  監督員氏名  

事 業 名  契 約 番 号 第    号 

工 事 名  契 約 金 額          円 

工 事 場 所                      地内 着 手 日 年  月  日 

着 手 期 限            年  月  日 工 事 日 数                   日 

履 行 期 限            年  月  日   

＊兼任する工事の当初契約書（写し）を添付してください。 


